
１．はじめに

近年，欧州を中心に循環経済（circular economy）

をめぐる動きが活発になっている。2015年，欧州連合

（EU）は「循環経済パッケージ（Circular Economy 

Package：CEP）」を公表し，循環経済への移行に向

けた行動計画や廃棄物法令の改正案などを提示した。

CEPではプラスチックが優先分野の１つに挙げられ

ており，これを受けて2018年には「EUプラスチック

戦略」が策定された。また，2019年にウルズラ・フォ

ンデアライエン氏が委員長に就任して新体制となった

欧州委員会は，2020年に循環経済への移行に向けた

新たな行動計画（Circular economy action plan – For 

a cleaner and more competitive Europe）を公表した。

これは低炭素で資源効率性の高い持続可能な経済への

転換を目的とするものであり，2019年に欧州委員会が

カーボンニュートラルの実現を目指して掲げた「欧州

グリーン・ディール（European Green Deal）」を具

体的に推進するための政策として位置付けられている。

循環経済への移行に向けた産業界の取り組みを支援

する動きもみられる。イギリスでは，循環経済の推進

に関して企業や政府，研究機関などの連携を図るこ

とを目的として，エレン・マッカーサー財団（Ellen 

MacArthur Foundation：EMF）が2010年に設立され

た。EMFは，CE100（Circular Economy 100）と呼ば

れるプログラムを通して循環経済に関する能力開発や

実践の支援を行っている。

日本の行政においても循環経済に関する議論が始ま

っている。経済産業省は2018年から循環経済ビジョン

研究会を開催して資源循環の現状と課題について議論

を重ね，2020年に「循環経済ビジョン2020」を公表し

た。そこでは，循環経済への移行を中長期的な産業競

争力強化の機会として捉えることの重要性が強調され

ている。また，2021年には環境省と日本経済団体連合

会との間で「循環経済パートナーシップ」の立ち上げ

に関して合意がなされており，循環経済への取り組み

における官民連携も強化されつつある。

循環経済が行政や産業界において議論されるように

なる中で，循環経済にかかわる学術研究も近年盛んに

なっている。特に，EMFによる循環経済に関する報

告書（EMF， 2012）が2012年に公表されて以降，循

環経済を主題とする研究論文の数は2019年までの間

におよそ2700にものぼるという（Kirchherr and van 

Santen， 2019）。そうした研究論文で取り扱われる論

点やアプローチは多岐にわたるため，循環経済研究の

全体像を把握することは容易ではない。そこで本稿で

は，循環経済にかかわる論点を絞ったうえで，循環経

済研究の現状を把握することを試みる。具体的には，

「循環経済という概念をどのように理解するか」，「循

環経済への移行の障害となる要因は何か」，「現行の循

環経済政策をどう評価するか」という３つの論点に関

して，既存研究から得られる知見や今後検討すべき課

題について議論する。

２．循環経済とは何か

２．１　循環経済の概念をめぐって

循環経済の概念については，EMFの報告書にお

ける定義がよく知られている（Geissdoerfer et al.， 

2017）。例えば，EMF（2012）には「『循環経済』と

いう用語は，復元を基礎とするように意図して設計さ

れた産業経済を意味する。循環経済においては，資源

を採取することではなく，使用済みとなった製品から

回収される膨大な量の原材料を再使用することこそが

経済成長の基盤であるとの理解に基づき，生産物は再

使用や分解，改修あるいはリサイクルが容易に行える

ように設計される」（EMF， 2012， p. 14：日本語訳は

筆者による）という記述がある。
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ただし，循環経済という概念の捉え方や定義の仕方

をめぐっては，論文や報告書によって差異がみられる

という指摘がある。Kirchherr et al.（2017）は，研究

者や実務家が循環経済の概念をどのように理解してい

るかを明らかにするために，先行文献から循環経済に

関する114の定義を収集し分析を行った。この研究で

は，定義において “reduce” “reuse” “recycle” とい

った用語が最も頻繁に登場し，これらが組み合わされ

て使用されている場合が多いという結果が示されて

いる。Kalmykova et al.（2018）も文献調査を通して

循環経済の定義を考察し，共通する原理として「資源

価値の最大化（maximizing the value of resources）」，

「 環境 効 率（eco-efficiency）」，「 廃棄 物 抑制（waste 

prevention）」が見出されること，および循環経済

を実現する主な戦略に関して4R（“reduce” “reuse” 

“recycle” “recover”）が共通して挙げられていること

を指摘している。

循環経済の概念が3Rや環境効率，廃棄物抑制とい

った用語を主たる構成要素とするのであるならば，こ

の概念自体にさして目新しさはないといえる。実際，

循環経済に関しては，その先駆けとなるような概念が

存在することを指摘する研究がある。Blomsma and 

Brennan（2017）は，循環経済の概念が歴史的にどの

ように生成・発展してきたかを論じ，1960～80年代

をその萌芽がみられる時期として位置付けている１）。

Reike et al.（2018）は，循環経済の概念が発展してい

く過程に関して，「1970年から1990年代」「1990年代か

ら2010年」「2010年以降」の３つの時期に分けて次の

ように考察している。

「1970年から1990年代」：1970年代は，欧州諸国や米

国において公害や廃棄物処理といった問題に対して

指令－統制型政策措置（command and control policy 

measures）が採用された。この時期の環境対策では

「汚染者負担（polluter pays）」や「終末処理（end-of-

pipe treatment）」が基本原則とされた。廃棄物処理

に関しては，埋め立てや焼却にかかわる規制に重点が

置かれ，先進国から発展途上国への廃棄物の越境移動

も行われるようになった。しかし，次第にこのような

廃棄物処理の実態が問題視されるようになり，汚染

物質や廃棄物の発生をいかに抑制するかに注目が集

まるようになった。そうした中でクリーナー・プロ

ダクション（cleaner production）や産業エコロジー

（industrial ecology）といった生産システム全体を対

象とするアプローチに基づく文献が多くみられるよう

になった。Reike et al.（2018）は循環経済のルーツを

この時期に見出すことができると述べている。

「1990年代から2010年」：1990年代以降には，環境

対策において発生抑制と終末処理を統合する戦略が

採用されるようになった。また，産業界では環境対

策を効率性向上の機会として捉える見方が次第に広ま

っていった。さらに，環境配慮設計（design for the 

environment）という概念が確立し，資源投入の削減

を通して汚染物質および廃棄物の発生抑制や効率性

改善を実現することに対して関心が高まっていった。

2000年代には気候変動や生物多様性の喪失といった問

題が科学的なデータの提示を受けて喫緊の課題として

認識され，大量生産・大量消費・大量廃棄を前提とし

たシステム全体をどのように変革していくかが問われ

るようになっていった。Reike et al.（2018）が行った

調査によれば，循環経済とその前駆的概念（産業エコ

ロジーや廃棄物管理，クリーナー・プロダクションな

ど）とを関連付ける文献は2004年頃から登場するよう

になり，その後静脈物流（reverse logistics）や循環

型サプライチェーン（closed-loop supply chain），完

全循環（cradle-to-cradle）といった概念を循環経済と

関連付けた文献もみられるようになった。

「2010年以降」：2010年以降には，人類は持続可能性

にかかわる困難な課題に直面していることから，人口

増加や資源枯渇への対応や資源価値の保持に努める必

要があるという認識が広がった。現在の消費を永久に

継続することはできず，すべての国が先進国のように

自然資源を収奪するようになるべきではないとの考え

もみられるようになった。こうした中で，経済成長と

資源投入との間にある関係の切り離し（decoupling）

を実現しうる概念として循環経済に関心が寄せられる

ようになったのである。

循環経済に関しては，工学や生態学，経済学，経営

学など複数の学問領域において議論されてきたため，
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循環経済研究は必然的に学際性を有することになる。

こうした多様な領域から様々な定義が循環経済の概念

に関して提示されてきた中で，循環経済の枠組みに関

する考え方について一定の合意点を見出そうとする

試みもある（Prieto-Sandoval et al.， 2018）。これに対

してKorhonen et al.（2018b）は，循環経済の概念を

複数のサブコンセプトの集合体（cluster concept）と

して捉えており，少なくとも産業エコロジー，産業共

生（industrial symbiosis），完全循環型設計（cradle-to-

cradle design），シェアリング・エコノミー（sharing 

economy）の４つのサブコンセプトから構成されると

述べている。そのうえで，循環経済という概念自体は

依然として進化の過程にあることから，現段階で普遍

的な定義を提示することに否定的な見方を示している。

一方，循環経済の概念に関する定義の必要性を強

調するのがCorona et al.（2019）である。その理由は，

製品やサービスが循環経済にどの程度貢献しているか

を評価するための基準（循環性評価基準：circularity 

metrics）を定めなければならないという点にある。

Corona et al.（2019）は，Kirchherr et al.（2017）に

よる循環経済の定義に依拠しながら，循環性評価基準

としての妥当性を測る要件として，「資源（特に希少

性の高い資源）の投入削減」「汚染物質や温室効果ガ

スの排出削減」「原材料の損失・廃棄の削減」「再生可

能資源やリサイクル資源の投入増加」「製品の効用や

耐久性の最大化」「あらゆる職能レベルにおける地域

雇用の創出」「付加価値の創出・分配」「社会福祉の増

進」を提示している２）。こうした８つの要件が挙げら

れているのは，循環経済は（Kirchherr et al.（2017）

による定義にもあるように）持続可能な発展の実現を

目的として構築されるべきシステムであり，資源の循

環利用が促進されることでかえって環境や経済，社会

への負荷が高められるようなことがあってはならない

という考えが背景に存在するからである（Corona et 

al.， 2019）３）。

循環経済を持続可能な発展の実現に向けたシステ

ムとして捉えることに疑問を呈する研究もある。熱

力学第２法則（エントロピー増大の法則）に基づく

と，リサイクルはエネルギー投入の増大とさらなる

高エントロピーの廃棄物の生成が不可避であるた

め，完全なリサイクルは不可能である４）。このことか

ら，Korhonen et al.（2018a）は循環経済の概念には

限界があると述べている。加えて，この論文では，あ

る地域での資源の循環利用の促進がサプライチェーン

や製品ライフサイクルなどを通して他地域において環

境負荷の増大をもたらす懸念があることから，果た

して循環経済が地球規模での持続可能性（global net 

sustainability）に貢献しうるのかという課題も指摘さ

れている。

２．２　循環経済をどう捉えるか

人間は自然界から採取した鉱物や化石燃料などの資

源を大量に投入して数多くの財やサービスを生産・消

費している。同時に生産・消費の過程では大量の廃物

（温室効果ガスや大気汚染物質，水質汚濁物質，家庭

ごみや産業廃棄物など）も生み出されている。それら

は廃棄の段階において環境規制の下で健康や生態系へ

の被害を防止するための処理や再使用・リサイクルが

行われているが，依然として多くの廃物が環境中に排

出されたり埋立処分されたりしている。図１はこうし

た資源の大量採取と大量生産・大量消費・大量廃棄を

前提とする経済システムを示している。循環経済の概

念は，一方通行型経済（linear economy）と呼ばれる

上記のような現行システムに取って代わるものとして

提示された。廃物の排出は言うに及ばず，天然資源の

採取も環境に対して負荷を与える活動である５）。循環

経済への移行とは，こうした活動に伴う環境負荷の低

減，および希少性の高い資源の安定的確保を目的とし

て，図１にある「③再使用・リサイクル」のルートを

流れる資源量の極大化を図ることにより，「①天然資

源の採取」と「②廃物の排出」を可能な限り削減して

いくことを意味している。

再使用やリサイクルは循環経済に移行するための

具体的方策として代表的なものであるが，近年はこ

れらを含む多くの方策が提示されている。例えば

Potting et al.（2017）は，「R0：辞退（refuse）」「R1：

再考（rethink）」「R2：削減（reduce）」「R3：再使用

（reuse）」「R4：修繕（repair）」「R5：改修（refurbish）」
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「R6：再製（remanufacture）」「R7：転用（repurpose）」

「R8：再資源化（recycle）」「R9：回収（recovery）」

という10の方策をR戦略（R-strategies）と呼び，循

環性という観点で最上位にあるR0から数字の順にし

たがって優先すべきであると主張している６）。

循環経済への移行に向けた具体的な取り組みに関し

ては様々な規模で論じられているが，主としてミクロ

レベル，中間レベル，マクロレベルの３つに分けるこ

とができる（Ghisellini et al.， 2016）。ミクロレベルで

は，循環型ビジネスモデルの構築や製品の再設計，物

質の回収，耐用年数を終えた製品のリサイクルや再使

用などについて議論されている。産業廃棄物の循環利

用のための企業間連携などは中間レベルでの取り組み

であり，これにかかわる概念として産業エコロジー， 

産業共生， エコ工業団地（eco-industrial park）など

が挙げられる。マクロレベルでは，都市や地域，国家

という規模で実施される取り組みが議論されている。

循環経済への移行に向けた取り組みを評価する手

法としては，ライフサイクルアセスメント（life cycle 

assessment：LCA）やマテリアルフロー分析（material 

flow analysis：MFA）などがある。LCAは製品やサ

ービスの環境影響を分析する手法であり，循環経済に

向けたミクロレベルおよび中間レベルでの活動を評価

する際に用いられる。MFAは国や地域といった一定

のシステムにおける物質収支を定量的に把握する手法

であり，マクロレベルでの活動を評価するのに適して

いる７）。持続可能性という観点から循環経済に向けた

諸活動を評価するためには，こうした既存の手法のさ

らなる発展が求められる（Corona et al.， 2019）。

循環経済の究極目標は何か。これについて，Stahel

（2016）は原子レベルでの資源循環であると述べ，そ

の実現には解重合（depolymerization）や脱成分腐食

（dealloying），層間剥離（delamination）などのため

の新たな技術が必要であると指摘する。経済のあらゆ

る分野において物質の完全循環を達成するためには革

新的な技術が必要となることは間違いない。循環経済

を構築するうえでイノベーションが極めて重要である

ことは多くの研究が指摘するところである（de Jesus 

et al.， 2018）。

循環経済に移行した先にはどのような社会の姿

が想定されるのか。この点に関しては，用役経済

（performance economy）という概念が提示されてい

る（Stahel， 2010; Stahel and Clift， 2016）。これは資

源のフローではなくストックの維持・利用を基盤とす

る経済システムであり，そこでは財を販売することで

はなく財のストックを基にサービスを提供することに

図１　現行の一方通行型経済システム
出典：浜本光紹（2021）『環境経済学入門講義　増補版』創成社，４ページ，図１－１に加筆・修正を施して掲載。
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よって収益を獲得するというビジネスモデルが採用さ

れる。財はレンタルやリース，シェアリングというか

たちで消費者に利用され，財をストックとして保有す

る企業は耐用期間中に発生するリスクや廃棄に関して

責任を負う。このような経済システムでは，ストック

の質の維持や耐用年数の延長を図る必要から再使用や

再製が重要な要素となるが，これらは概して労働集約

的な作業である。Moreau et al.（2017）は，循環経済

あるいは用役経済が労働を中核に据えたシステムにな

ることから，それに適した制度的条件の整備が必要で

あると指摘している。

３．循環経済への移行の障害

循環経済への移行に向けた取り組みが政治や経済

の各方面で試みられつつあるが，その進展を阻む要

因は少なくない。Preston（2012）は，循環経済へ移

行するには産業システムや消費パターンを根底から変

革する必要があるため，それによって利益を得る主体

（winner）と不利益を被る主体（loser）を生み出すこ

とは避けられないと指摘したうえで，循環経済を実践

する際の障害として以下のような点を挙げている８）。

◦　化石燃料などの資源の大量投入を前提とする社会

経済基盤への固定化（lock-in）

◦　資源・エネルギー利用に対する適正な価格付けを

促す政策を阻む政治的障害の存在

◦　循環経済へ移行する際に短期的に必要となる莫大

な初期費用

◦　複雑な国際的サプライチェーンを循環経済への移

行のために再編することの困難性

◦　循環経済という概念に対する消費者の理解の欠如

◦　循環経済の実践に向けた企業間の調整に伴う負担

◦　循環経済に必要な技術革新の成果の国際的普及に

かかわる課題

循環経済への移行の阻害要因に関して，de Jesus 

and Mendonça（2018）はハード面とソフト面に分け，

前者については技術的要因（適切な技術の欠如，技術

面での支援や人材の不足など）と経済的・資金的・市

場的要因（初期投資や技術開発に要する資金の調達に

かかわる問題や収益性に関する不確実性など）を，後

者については制度的・規制的要因（循環経済への移行

促進に寄与する規制体系や制度的枠組みの欠如）と社

会的・文化的要因（意識の欠如や情報不足による消費

者や企業の緩慢な行動変化）を挙げている。このよう

な分類にしたがってde Jesus and Mendonça（2018）

は，循環経済への移行に際して障害となる要因として

何が重要視されているかについて文献調査を通して明

らかにすることを試みている。この分析によれば，調

査対象となった141の学術文献のうち，技術的要因に

ついて言及している論文が35％と最も多く，経済的・

資金的・市場的要因について言及している論文は22％

であった。また，制度的・規制的要因および社会的・

文化的要因に関する言及があった論文の割合はそれぞ

れ23％および20％であった。この結果からは，ハード

面の要因，特に技術的要因を循環経済へ移行する際の

障害として重要視する研究者が比較的多いことが窺わ

れる。

一方，産業界や行政機関は，循環経済への移行の障

害となる要因に関して研究者とは違った見方をしてい

るようである。Kirchherr et al.（2018）は，EU域内

の企業や政府関係者を対象として循環経済への移行の

阻害要因に関するサーベイを実施した。この調査で

は，循環経済への移行の障害に関して，先に述べた

de Jesus and Mendonça（2018）による分類を踏まえ

て，文化的要因，規制的要因，市場的要因，技術的要

因の４つが設定され，それぞれを構成するものとして

以下のような項目が挙げられている。

◦　文化的要因：消極的な企業文化，バリューチェー

ンにおける協働意思の不足，消費者の意識と関心

の欠如，一方通行型経済システムでの活動の慣

習化

◦　規制的要因：循環的な調達の不足，循環経済への

移行を阻害する法律や規制の存在，国際的な合意

の欠如

◦　市場的要因：バージン材料の低価格，標準化の欠

如，高額な初期投資費用，循環的なビジネスモデ

循環経済をめぐる研究動向と政策課題

－5－



ルに対する資金の不足

◦　技術的要因：高品質の再生品を供給する能力の欠

如，循環型設計の不足，大規模な実証プロジェク

トの不足，データの欠如

Kirchherr et al.（2018）は，企業関係者や政府関係

者に上記の15項目から対処を最も必要とする阻害要因

を５つ挙げてもらうという方法で調査を実施し，以下

のような結果を得ている。まず，15の項目のうち「消

費者の意識と関心の欠如」および「消極的な企業文化」

を挙げた回答者の割合が最も高く，それぞれ47％およ

び46％であった。これらに次いで多くの回答者が挙げ

た項目は，「バージン材料の低価格」（45％），「一方通

行型経済システムでの活動の慣習化」（44％），「高額

な初期投資費用」（40％）であった。一方，技術的要

因の項目を挙げた回答者の割合は，「循環型設計の不

足」が29％（15項目中８番目），「大規模な実証プロジ

ェクトの不足」が24％（同10番目），「データの欠如」

が21％（同13番目），「高品質の再生品を供給する能力

の欠如」が11％（同15番目）であった。以上の結果か

ら，産業界や行政は技術的要因よりも文化的要因を循

環経済への移行の際の大きな障害としてみていること

が示唆される９）。

循環経済への移行に向けて実施されている現行の政

策措置を評価する際には，上で述べたような阻害要因

に適切に対応しているか否かという視点が重要となる。

その意味で，上記のような循環経済への移行を阻害す

る諸要因に関する研究の蓄積は，循環経済政策の制度

設計のあり方を検討するうえで欠かせないものである。

４．循環経済政策はどうあるべきか

循環経済に関して政策面での具体的な対応を示し

ている国は現段階では限定的である。そうした中で，

EUはすでに循環経済への移行に向けた政策措置を導

入しており，最近ではいくつかの研究がEUの循環経

済政策に関する分析を試みている。

2010年，EUは2020年までの成長戦略を示した「欧

州2020：スマートで持続可能かつ包摂的な成長の

た め の 戦 略（Europe 2020：A strategy for smart， 

sustainable and inclusive growth）」を公表し，この中

で「資源効率的な欧州（Resource Efficient Europe）」

の実現を旗艦イニシアティブの１つに掲げた。これを

受けて2011年に「資源効率的な欧州に向けたロードマ

ップ（Roadmap to a Resource Efficient Europe：以

下，ロードマップ）」が公表され，その後のCEP策定

へと続いた。CEPを構成する要素の１つである行動

計画（Closing the loop – An EU action plan for the 

Circular Economy）では，生産・消費から廃棄物管

理および二次資源の利用に至る資源サイクル全体を包

括した行動プログラムを創設することを目的として，

プラスチックや食品廃棄物，建設廃材など７つの優先

領域における方策が提示された。

上 記 の ロ ー ド マ ッ プ お よ びCEPを 骨 格 と す る

循環経済政策の枠組みに関してレビューを行った

Domenech and Bahn-Walkowiak（2019）は，資源フ

ローにおける政策措置の対象が依然として廃棄物や汚

染物質の排出段階に集中しており，資源投入の段階で

の対応が不十分であると指摘している。加えて，資源

効率性の向上という点で効果が期待される経済的手段

に関しては，環境税を導入しているEU加盟国は少な

くないものの，課税対象がエネルギーや交通関連など

に限定されており，資源利用全般に対する課税は未だ

実施されていないと述べている。

Calisto Friant et al.（2021）は，ジャン＝クロー

ド・ユンケル氏が委員長を務めた2014～19年の間に欧

州委員会が策定した循環経済に関する規則や指令など

を分析している。この研究では，25の法案・政策関連

文書に含まれる用語の調査（corpus-based research）

を通して，EUは循環経済を環境破壊と経済成長との

間の関係を切り離すための手段として捉えており，文

化や生活様式の変革といった面よりも技術的・経済

的側面（イノベーションや成長など）を重視する傾向

が強いことが明らかにされている10）。同時にCalisto 

Friant et al.（2021）は，循環経済に関する規則や指

令の具体的内容に関するレビューも行っている。そこ

では，EUの循環経済政策に関して，資源効率や技術

面での変革に焦点が当られていること，目標設定や政

策措置が主としてリサイクルの促進に向けられていて，

－6－

環境共生研究　第15号　（2022）



循環経済の実現に不可欠な社会変革（transformative 

change）を企図した内容にはなっていないことが指

摘されている11）。

このようなEUの循環経済政策は，域内の産業部門

が実践する取り組みに影響を及ぼしている可能性が

ある。Mhatre et al.（2021）は，EU産業界による循

環経済の取り組みに関して事例分析を行った研究論文

を調査し，循環経済に向けた戦略として最も一般的に

採用されているのがリサイクルであることを見出して

いる。こうした傾向は，リサイクル促進を中心とする

EUの循環経済政策によってもたらされたものである

のかもしれない12）。加えて，Mhatre et al.（2021）は，

循環経済に向けた産業部門の取り組みの半数以上が都

市・地域・国家といったマクロレベルのものである一

方，エコ工業団地などの中間レベルの取り組みが17％

にとどまっていることから，産業部門間の連携強化の

必要性を指摘している。

EUにおける現行の循環経済政策に関しては，上で

紹介した研究による評価を踏まえるならば，何らかの

改善が求められるであろう。Hartley et al.（2020）は，

EU域内の企業や政府，学界から循環経済に詳しい47

名の専門家を選んでインタビューを実施し，それによ

って得た情報を基にEUの循環経済政策に関する提言

を次のようにまとめている。

◦　循環型設計に関するEUレベルでの規格や基準の

採用推進

◦　EUお よ び 加 盟 諸 国 に よ る 循 環 型 公 共 調 達

（circular public procurement）の拡大

◦　循環経済に寄与する生産物の市場競争力向上を目

的とする課税体系の変更

◦　廃棄物の国際取引に関する規制の改革

◦　循環型取引（circular trading）促進のための（ヴ

ァーチャルな）プラットフォームの開発

◦　エコ工業団地の創設

◦　循環経済に関する広報や促進キャンペーンの実施

◦　グローバルなマテリアルフロー勘定に関するデー

タベースの構築

以上の８つの政策提言は，循環経済への移行を阻

害する要因の解消に向けた措置として捉えることが

できる。Kirchherr et al.（2018）が挙げている阻害要

因の項目との対応を考えると，「循環型設計に関する

EUレベルでの規格や基準の採用推進」は標準化の欠

如や循環型設計の不足という課題に向けた政策措置で

あり，「循環経済に寄与する生産物の市場競争力向上

を目的とする課税体系の変更」はバージン材料の低価

格という市場的要因に，「循環経済に関する広報や促

進キャンペーンの実施」は文化的要因全般に向けた政

策措置としてみることができる。表１は，Hartley et 

al.（2020）がまとめたEUの循環経済政策に関する提

言とKirchherr et al.（2018）が指摘する阻害要因の

項目との対応関係を示したものである。

上記の８つにわたる政策提言からは，社会経済シ

ステム全般にわたって循環経済への移行を実現する

ためには様々な政策措置の組み合わせ（ポリシー

表１　循環経済への移行にかかわる政策提言と阻害要因の対応関係

EUの循環経済政策に関する提言（Hartley et al., 2020） 循環経済への移行の阻害要因（Kirchherr et al., 2018）
循環型設計に関するEUレベルでの規格や基準の採用推進 ＜市場的要因＞ 標準化の欠如

＜技術的要因＞ 循環型設計の不足
EUおよび加盟諸国による循環型公共調達の拡大 ＜規制的要因＞ 循環的な調達の不足
循環経済に寄与する生産物の市場競争力向上を目的とする課税体系
の変更

＜市場的要因＞ バージン材料の低価格

廃棄物の国際取引に関する規制の緩和 ＜規制的要因＞ 循環経済への移行を阻害する法律や規制の存在
循環型取引促進のための（ヴァーチャルな）プラットフォームの開発
エコ工業団地の創設 ＜技術的要因＞ 大規模な実証プロジェクトの不足
循環経済に関する広報や促進キャンペーンの実施 ＜文化的要因＞ 消極的な企業文化，バリューチェーンにおける協

働意思の不足，消費者の意識と関心の欠如，一方通行型経済システ
ムでの活動の慣習化

グローバルなマテリアルフロー勘定に関するデータベースの構築 ＜技術的要因＞ データの欠如

循環経済をめぐる研究動向と政策課題
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ミックス）が必要であることが窺われる。Ekvall et 

al.（2016）やWatkins et al.（2016），Hughes and Ekins

（2018），Wilts and O’Brien（2019）は，循環経済政

策におけるポリシーミックスのあり方について議論し

ている。こうした研究の蓄積を通して，循環経済政策

の制度設計に資する知見が深められていくことが期待

される。

５．おわりに

循環経済への移行に向けた取り組みは，EUが先行

して政策的に推進しているものの，世界全体でみれば

緒に就いたばかりである。昨今，脱炭素に向けた動き

が世界的な潮流になっているが，循環経済への移行は

社会の低炭素化にもつながる（UNDP， 2020）。こう

したことから，循環経済政策は気候変動対策との相互

補完性を考慮した制度設計がなされる必要がある。

循環経済に移行するうえで消費行動の変容や企業に

よるビジネスモデルの変革は不可欠であるが，循環経

済に対する消費者の関心や企業の意識が不足している

のが現状である。これを改善する方策として広報やキ

ャンペーンが挙げられるが，それらの効果は限定的で

あろう。一方通行型経済システムに適応した行動に固

定化した状況に変化をもたらすためには，企業や消費

者に対して経済的インセンティブを付与する必要があ

る。具体的には，環境負荷をもたらす廃物の排出や天

然資源の採取に対して課税を行うことで，バージン原

料の利用と比較して資源の循環利用の方が安価になれ

ば，企業は後者を選択するであろうし，消費者も価格

面での優位性から循環型の製品やサービスを購入する

ようになるだろう。循環経済への移行を効果的に促進

するためには，天然資源や環境利用に対する課税を中

核に据えた政策体系を整備することが肝要である。

国際的な資源循環をめぐっては，2017年末に中国が

廃プラスチックの輸入を制限するなど，近年再生資源

に対する貿易規制が強化される傾向がみられる。こう

した中，有害廃棄物の越境移動を規制するバーゼル条

約の改正附属書が2021年１月に発効し，廃プラスチッ

クが同条約の規制対象に含まれることになった。以上

のような動きは，先進国から輸出される再生資源の主

要な受入国である発展途上国における環境負荷低減に

寄与することが期待される一方で，資源の循環利用に

向けた取り組みに悪影響を及ぼすことになりうる（小

島他，2021）。再生資源の国際取引に関して，循環経

済への移行に向けた取り組みが地球規模での持続可能

性につながるようなルールをいかにして整備するかは，

国際社会において議論されるべき重要課題である。

注

１）Boulding（1966）は，循環経済に関する概念の

原型を提示した文献として多くの論文の中で言及

されている。また，Hardin（1968）やMeadows et 

al.（1972）なども循環経済の概念の起源となる文献

として挙げられることがある。

２）Kirchherr et al.（2017）において，循環経済は

「『耐用年数経過（end-of-life）』という概念を，生

産・販売・消費の過程における原材料の削減，ある

いは再使用，リサイクル，回収によって置き換える

経済システムである。これは，現在世代および将来

世代の利益になるように，持続可能な発展を成し遂

げ，それによって環境改善や経済的繁栄，社会的衡

平をもたらすことを目的として，ミクロレベル（製

品，企業，消費者），中間レベル（エコ工業団地），

およびマクロレベル（都市，地域，国家および国

際）で機能するものである。これは斬新なビジネス

モデルや責任を果たせる消費者によって実現しう

る」と定義されている（Kirchherr et al.， 2017，p. 

229：日本語訳は筆者による）。

３）循環経済に関しては，持続可能な発展という概

念と関連付けて議論する研究が少なくない。ただ

し，多くの場合環境や経済にかかわる論点が取り上

げられており，消費者をはじめとする各主体の行動

変容をいかにして促すかといった社会的な側面に関

する議論が弱いという指摘がある（Schöggl et al.， 

2020）。

４）これはGeorgescu-Roegen（1971）が「熱力学第

４法則」として主張する内容である。なお，エコロ

ジー経済学の分野では，完全なリサイクルは理論

上可能であることが指摘されている（Ayres， 1999; 

－8－

環境共生研究　第15号　（2022）



Craig， 2001）。

５）Mattila et al.（2010）の分析は，財のライフサイ

クル全体でみて資源採取の段階における環境負荷が

大きいことを示唆している。

６）R1の再考とは「シェアリングなどを通して製品

をより集約的に使用するように見直すこと」，R6の

再製とは「廃棄された製品の部品を用いて同じ機能

を持つ製品を生産すること」，R7の転用とは「廃棄

された製品やその部品を用いて異なる機能を持つ製

品を生産すること」，R9の回収とは「焼却により物

質をエネルギーとして回収すること」をそれぞれ意

味する（Potting et al.， 2017）。

７）Harris et al.（2021）は，循環経済に向けたミク

ロレベルでの取り組みがもたらす環境影響をマクロ

レベルで評価するための枠組みの必要性を強調して

いる。

８）循環経済への移行の障害となる要因に関しては，

Vanner et al.（2014）もPreston（2012）と同様の

指摘を行っている。また，Rizos et al.（2015）は中

小企業が循環経済を実践する際の障害について議論

している。

９）Kevin van Langen et al.（2021）が実施したイン

タビュー調査によれば，循環経済への移行の阻害要

因に関して，研究者や行政関係者の多くが「変化へ

の抵抗」「認識の低さや専門知識の少なさ」「政策や

規制の欠如」を挙げている。

10）Calisto Friant et al.（2021）は，このような循環

経済に関するEUの言説（discourse）を，Calisto 

Friant et al.（2020）で提示された類型化の手法に

基づき「改革主義的循環社会（reformist circular 

society）」として分類している。

11）Calisto Friant et al.（2021）は，このような循

環経済への移行に向けたEUの政策アプローチ

を，Calisto Friant et al.（2020）で提示された類

型化の手法に基づき「技術中心主義的循環経済

（technocentric circular economy）」として分類し

ている。

12）中国や米国，欧州の企業による循環経済に向け

た活動に関するケーススタディを行ったRanta et 

al.（2018）は，リサイクルに偏った取り組みをもた

らす制度的環境の存在を強調している。
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The Circular Economy: Research Trends and Policy Issues

HAMAMOTO, Mitsutsugu

　The circular economy （CE） has emerged as a key approach for attaining economic and ecological sustainability. The 

transition to a CE is high on the political agenda in the European Union （EU）. The CE attracts much attention not 

only from policymakers but from academia. Research outputs on the topic have recently been increasing. This paper 

conducts a review of the CE literature in order to identify trends in CE research. The literature review covers debates 

on the definition of CE, barriers to CE transition, and the effectiveness of CE strategies implemented in the EU. The 

paper also discusses policy recommendations for accelerating the transition to a CE.
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